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まえがき 

この 規格 は， 工業 標準化 法 第 14 条 によって 準用す る 第 12 条第 1 項の 規定に 基づき， 社団法人 日本 電気 
計測 器 工業 会 (JEMIMA) 及び 財団法人 日本規格協会 (JSA) か ら ， 工業 標準 原案 を 具して 日本工業規格 を 改正 
すべきとの 申出が あり， 日本 工業 標準 調査 会の 審議 を 経て， 経済 産業 大臣が 改正した 日本工業規格 である。 

これによ つて， JISZ4601:]997 は 改正され， この 規格に 置き換えられた。 

こ の 規格 は， 著作権法で 保護 対象 となって いる 著作物で あ る 。 

この 規格の 一部が， 特許権， 出願 公開 後の 特許 出願， 実用新案 権 又は 出願 公開 後の 実用新案 登録 出願に 
抵触す る 可能性が ある ことに 注意 を 喚起す る。 経済 産業 大臣 及び 日本 工業 標準 調査 会 は， このような 特許 
権， 出願 公開 後の 特許 出願， 実用新案 権 及び 出願 公開 後の 実用新案 登録 出願に かかわる 確認に ついて， 責 
任 はもたない。 
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放射性 ダス 卜 サン ブラ 

Radioactive dust samplers 

序文 

この 規格 は， 1958 年 11 月に 制定され， その後 5 回の 改正 を 経て 今日に 至ってい る。 前回の 見直し は， 
1997 年 7 月に 改正され たが， その後の 使用 状況の 多様性 及び 品質 向上に 対応す るた めに 改正した。 
なお， 対応 国際規格 は， 現時点で は 制定され ていない。 

1 適用 範囲 

この 規格 は， 放射線 防護 を 目的と して， 原子力 施設 及び 放射線 施設の 作業 環境， 排気 系， 周辺 環境な ど 
において， 空気 中に 浮遊す る 粒子 状 物質に よる 空気 中 放射能 濃度 を 求める ため， ろ 過 捕 集 方法に よって 浮 
遊 粒子 状 物質 を 捕 集す る 放射性 ダスト サン ブラ （以下， "サン ブラ" という。） について 規定す る。 

2 引用 規格 

次に 掲げる 規格 は， この 規格に 引用され る ことによって， この 規格の 規定の 一部 を 構成す る。 これらの 
引用 規格 は， その 最新 版 （追 補 を 含む。） を 適用す る。 

JISK0901 気体 中の ダスト 試料 捕 集 用ろ 過材の 形状， 寸法 並びに 性能 試験 方法 

J1SZ4001 原子力 用語 

J1S Z 4336 放射性 よう 素 サン ブラ 

JISZ8103 計測 用語 

3 用語 及び 定義 

この 規格で 用いる 主な 用語 及び 定義 は， JISZ4001 及び JISZ8103 による ほ 力、， 次に よる。 

3.1 

空気 吸引 部 （air sampler) 

ポンプ 又は ブロアに よって 空気 を 吸引す る 装置。 
3.2 

ろ 紙 ホルダ （filter paper holder) 

捕 集 用ろ 紙 （以下， ろ 紙と いう。） を 装着す る 捕 集 部。 

4 分類 

4.1 構成に よる 分類 

サン ブラの 構成に よる 分類 は， 次に よる。 
a) ポンプ 形 空気 吸引 部に ポンプ を 用いる もの 
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b) ブロア 形 空気 吸引 部に ブロア を 用いる もの 
4.2 使用 形態に よる 分類 

サン ブラの 使用 形態に よる 分類 は， 次に よる。 

a) 据置形 必要な 場所に 固定す る もの 

b) 可搬形 キャス タ などで 移動で きる もの 

C) 携帯 形 肩に 掛ける か 手に 持つな どして 使用す る もの 

5 性能 

5.1 定格 吸引 流量 

定格 吸引 流量 は， 7.2.2 によって 試験した とき， 製造業 者が 示す 公称 値 以上 + 30 % の 範囲 内で なければ 
ならない。 

5.2 流量計の 指示 誤差 

流量計の 指示 誤差 は， 7.2,3 によって 試験した とき， 最大 目盛 値に 対して 土 10% の 範囲 内で なければ な 
ら ない。 ただし， 検定され た， 又は 単体で 校正され た 流量計で あり， サン ブラに 組み込まれた 状態で 性能 
を 満足す るなら ば， 受渡 当事者 間の 協定に よ つ て 省略す る こと がで き る。 
5.3 気密 性 

気密 性 は， 7.2.4 によって 試験した とき， 定格 吸引 流量の 5 % 以下で なければ ならない。 ただし， 構造 上， 
試験が 行えない サン ブラに ついては， 受渡 当事者 間の 協定に よって 省略す る こ とがで きる。 
5.4 電源 電圧の 変動に 対する 安定性 

電源 電圧の 変動に 対する 安定性 は， 7.2.5 によって 試験した とき， 定格 吸引 流量に 対して 表 1 の 規定に 適 
合しなければ ならない。 



表 1 一 電源 電圧の 変動に 対する 安定性の 許容範囲 



分類 


許容範囲 


ポンプ 形 


±20 % 


ブロア 形 


±30 % 



6 構造 

6.1 構造 一般 

構造 は， 次に よる。 

a) サン ブラ は， 空気 吸引 部， ろ 紙 ホルダ 及び 流量計に よって 構成す る。 ただし， 携帯 形の 場合， 流量計 
を 省略す る こ とがで きる。 

b) 除染又 は 部品 交換し やす レ 鴻造 とする。 

C) ろ 紙に 均一に 粒子 状 物質が 捕 集 される 構造と する。 

d) 浮遊 粒子 状 物質が， ろ 紙 以外の 流路に 沈着し ない 構造と する。 

e) 必要に応じて 圧力計 を 装備しても よい。 
6,2 空気 吸引 部 

空気 吸引 部 は， 次に よる。 

a) 通常の 運転 条件 下で 生 じる 圧力 変化に 耐える 構造と する。 

b) 使用 中， 人が 容易に 触れる おそれの ある 箇所 は， 危険の ない 温度と する。 
C) 使用 中， 著しい 振動 及び 騒音がない こと 力ぶ 望ましい。 
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d) 流量 調節 用 バルブ を 装備す る 場合 は， 流量 を 調節で き， 容易に 変動し ない 構造と する。 
6.3 る 紙 ホルダ 

ろ 紙 ホルダ は， 次に よる。 

a) ろ紙ホ ルダ と ろ 紙 間 と の バイ パス リーク は， 無視で き る 構造と する。 

b) ろ 紙の 着脱が 容易 に 行える 構造と する。 

C) ろ 紙の 変形 を 防ぐ ため， ろ 紙の 背面に 支持 具 を 付けても よい。 

d) J1SZ4336 に 規定す る， よう 素 捕 集 用ろ 材を 組み合わせて 用いる 構造と しても よい。 
7 試験 

7.1 共通 試験 条件 

7.2 の 試験 方法 における 基準 条件 は， 表 2 の 第 2 欄に よる。 特に 指定の ある 場合を除き この 規格に おける 
試験 は， 表 2 の 第 3 欄に 規定す る 標準 試験 条件と する。 標準 試験 条件で 行えない 場合 は， 必要に応じて 温 
度 及 び 気圧 について 補正し， 基準 条件 に お け る 指示 値 とする。 



表 2 —共 通 試験 条件 



項目 


基準 条件 


標準 試験 条件 


環境 温度 


。c 


20 


1 ト 22 


相対湿度 


% 


65 


55〜 75 


気圧 


kPa 


101.3 


86〜106 


電源 電圧 


V 


定格 電源 電圧 


定格 電源 電圧 ±1 % 


電源 周波数 


Hz 


定格 電源 周波数 


定格 電源 周波数 士 2 % 



7.2 試験 方法 
7.2.1 —般 

試験 条件のう ち， ある 項目の 条件 を 変化 させて 試験す る 場合に は， その 項目 以外の 条件 は， 表 2 に 規定 
する 標準 試験 条件の 範囲と する。 試験 は， 未使用の ろ 紙 を 使用 状態と 同様に 装着して 行う。 ただし， 7.2.2， 
7.2.3 及び 7.2.5 の 試験 は， ろ 紙に 相当す る 圧力 損失と なる 抵抗 板 を 用いても よい。 試験に 用いる ろ 紙 は， 
JiSK 0901 に 規定す る もので， 捕 集 効率 は， 粒径0.3 ^1111の粒子に対し 95 0/0以上のものとする。 流量計 を 
装備して いない サン ブラの 場合， 基準と なる 流量計 を サン ブラの 流路に 接続し， 指示 値 を 記録す る。 
7.2.2 定格 吸引 流量 試験 

定格 電圧 値に おける， 流量計の 指示 値 を 読み取る。 流量 を 調節で きる サン ブラ は， 最大 流量に おける 流 
量 計の 指示 値 を 読み取る。 
7.2.3 流量計の 指示 誤差 試験 

流量計 を 装備して いる サン ブラに ついて 行う。 流路に 基準と なる 流量計 を 直列に 挿入し， 流量 を 変化 さ 
せて 指示 誤差 を 求める。 試験 流量 は， サン ブラの 吸引 流量 範囲の 30 %， 60 o/o 及び 90 % 付近の 3 点に つ 
いて 行い， 流量計の 指示 値から 基準と なる 流量計の 指示 値 を 差し引いた 値の 流量計の 最大 目盛 値に 対する 
百分率 を 求める。 ただし， サン ブラの 流量 可変 範囲が 限られて いるな ど， 上記 3 点に よる 試験が 行えない 
場合 は， 受渡 当事者 間の 協定に よって 2 点 又は 1 点と しても よい。 
7.2.4 気密 性 試験 

サン ブラの 吸引 口 をふさ （塞） ぎ 板な どで 密閉し， 流路 内の 圧力と 大気との 差が 13 kPa 以上になる よう 
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に 減圧した 後， ポンプの 入口 を 閉じ ポンプ を 停止す る。 この 時刻 を として 5 分 間 保持し， 5 分 経過 後の 
圧力計の 指示 値 を 読み取り， 次の 式に よって 漏え い 量 （2) を 求め， 定格 吸引 流量に 対する 百分率 を 求め 

る。 

なお， 圧力計 を 装備して いない サン ブラの 場合に は， 吸引 口な どの 適切な 位置に 圧力計 を 接続して 試験 
を 行う。 この場合， 接続 部から 漏え いがない ように 注意し なければ ならない。 



7.2.5 電源 電圧の 変動に 対する 安定性 試験 

電源 電圧 を 定格 電圧 値の 88 %， 及び 110 % にした 場合の 流量計の 指示 値 を 読み取る。 7,2.2 で 求めた 値 
を 基準 値と し， 各 電圧に おける 指示 値から 基準 値 を 差し引いた 値の 基準 値に 対する 百分率 を 求める。 

8 検査 
8.1 —般 

サン ブラの 検査 は， 形式 検査 と 受渡 検査 2) とに 区分し， 検査の 項目 は， それぞれ 次に よる。 
なお， 形式 検査 及び 受渡 検査の 抜 取 検査の 方式 は， 受渡 当事者 間の 協定に よる。 
注 ね 製品の 品質が， 設計で 示した すべての 特性 を 満足す るか どうか を 判定す るた めの 検査。 

2) 既に 形式 検査に 合格した ものと 同じ 設計， 製造に よる 製品の 受渡し をす る 場合， 必要と認める 
特性が 満足す る ものである かどう か を 判定す るた め の 検査。 
8.2 形式 検査 

形式 検査 は， 次の 項目と し， 箇条 7 によって 試験 を 行い， 箇条 5 の 規定に 適合した もの を 合格と する。 

a) 定格 吸引 流量 

b) 流量計の 指示 誤差 
C) 気密 性 

d) 電源 電圧の 変動に 対する 安定性 
8.3 受渡 検査 

受渡 検査 は， 次の 項目の ほか， 受渡 当事者 間の 協定に よって 定める 項目に ついて 行い， 箇条 5 の 規定に 
適合した もの を 合格と する。 

a) 定格 吸引 流量 

b) 流量計の 指示 誤差 
C) 気密 性 

9 表示 

サン ブラに は， 見やす い 箇所に 容易に 消えに くい 方法で， 次の 事項 を 表示し なければ ならない。 

a) 規格 名称 及び 規格 番号 

b) 分類 




Q 

V 
P5 



漏え い 量 （L/min) 
密閉した 流路 内の 体積 （L) 

時刻 における 流路 内の 圧力と 大気圧との 差 （kPa) 
5 分 後に おける 流路 内の 圧力と 大気圧との 差 （kPa) 
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c) 製造番号 

d) 定格 電圧 

e) 定格 周波数 

f) 製造業 者 名 又は その 略号 

g) 製造年月日 

10 取扱説明書 

サン ブラに は， 少なく とも 次の 内容 を 記載した 取扱説明書 を 添付し なければ ならない。 

a) 分類 

b) 用いる ろ 紙の 種類 
C) 定格 吸引 流量 

d) 吸引 流量 範囲 （流量 調節 バルブ を 装備した サン ブラの 場合） 

e) 圧力計 表示 範囲 （圧力計 を 装備した サン ブラの 場合） 

f) 圧力 変動に よる 指示 値 補正が 必要な 場合， 流量計の 指示 値 補正 曲線 （流量計 及び 圧力計 を 装備して い 
る サン ブラの 場合） 

g) 取扱 上の 注意事項 

h) その他 必要な 事項 



著作権法 によ り 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 
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JIS Z 4601 :2009 

放射性 ダスト サン プラ 
解 説 



この 解説 は， 本体に 規定した 事柄 及び これに 関連した 事柄 を 説明す る もので， 規定の 一部で はない。 
この 解説 は， 財団法人 日本規格協会が 編集 • 発行 する もので あり， この 解説に 関する 問合せ は， 財団 法 
人 曰 本 規格 協会へ お願い します。 

1 今回までの 改正の 経緯 

この 規格 は， 1958 年 （昭和 33 年） に 制定され， その後 1962 年， 1975 年， 1978 年， 1995 年 及び 1997 
年 （以下， 旧規 格と いう。） に 改正し， 現在に 至ってい る。 改正の 詳細 は， この 解説の 箇条 6 に 示す。 

今回の 改正に 当たって は， 社団法人 日本 電気 計測 器 工業 会に， JIS 原案 作成 委員会 を 組織し， 2 回の 委員 
会 及び 2 回の 分科会に おける 審議 を 経て， JIS 原案 を まとめ， 財団法人 日本規格協会と 共同の 申出 人と な 
つて 申出 書に 原案 を 付し て 経済 産業 省 産業 技術 環境 局に 提出 し た。 

この 原案 は， 平成 21 年 8 月に 開催され た 日本 工業 標準 調査 会 標準 部会の 審議 を 経て， 平成 21 年 10 月 
20 日付けで 経済 産業 大臣に よって 改正され た。 

2 今回の 改正の 趣旨 

放射性 ダスト サン ブラ （以下， "サン ブラ" という。） は， 原子力 施設 及び 放射線 施設の 空気 中 放射能 濃 
度 を 計測し 作業 管理に 供す る もので， 放射線 管理 上 その 健全 性の 確保に 重要な 役割 を 担って いる。 

この 規格 は， 前述の ように 前回の 改正 後， 約 10 年が 経過して いる。 この間， 空気 吸引 部に ブロア を 用い 
た サン ブラの 普及， 旧規 格で 定められた 定格 流量 範囲に よる 区分 を 上回る 吸引 能力 を もつ サン ブラの 普及 
な どが あ り ， 現在 流通 している 製品と 規格 と の 整合性 及び 製品の 品質保証の 観点 か ら ， 規格 改正の 要望が 
強く なって きたた め， その他の 規定 項目 も 含めて 全面的な 見直し を 行った。 

なお， この 規格が その 全部 又は 一部 を 基礎と している 国際規格， すなわち 対応 国際規格 はない が， この 
規格の 適用 範囲 において 対象と している 製品と 類似す る 放射性 ガス 連続 モ 二 夕に 関する 国際規格 として， 
1EC 60761-2:2002, Equipment for continuous monitoring oi radioactivity in gaseous effluents — Part 2: Specific 
requirements for radioactive aerosol monitors including transuranic aerosols 力 《あ り ， 今回の 改正で は， 構造 (本 
体の 箇条 6) の 規定 内容の 検討に 当たり 參考 とした。 

3 審議 中に 特に 問題と なった 事項 

今回の 改正 審議で 問題と なった 事項 は， 次のと おりで ある。 
a) 規格の 名称 この 規格で は， サン プラ （規格の 英語の 名称： Radioactive dust samplers) に 用いる ろ 紙の 
性能 は， "捕 集 効率 は， 粒径 0.3 の 粒子に 対し 95 % 以上の ものと する。" と 規定して いる （本体の 
7.2.1)。 一方， 実際に 捕 集す る 空気 中の 浮遊 粒子 状 物質 を 細かく 見る と 粉 じん （dust), エアロゾル 
(aerosol), 微粒子 （particulate) などが あり， それらの 一般的 性状 は 次の ような ものである。 

1) 粉 じん： 乾燥 固体 粒子で 通常 直径 2 ^im〜2 mm 

解 1 
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2) エアロゾル ： 固体 又は 液体 粒子で 通常 直径が 0.01 |am〜10 

3) 微粒子 ： まとま ら ずに 懸濁して いる 気体 中の 乾燥 固体 粒子 

この 規格が 捕 集 対象と している 浮遊 粒子 状 物質 は， 必ずしも 厳密な 意味での ダスト だけ を 指す もの 
ではなく， 規格 名称と 適用 範囲に おいて 対象と する 物質との 整合 を 図る こと を 検討した 力、 ダスト サ 
ン ブラに 代わる 的確な 名称 はなく， また， 国内の 原子力 施設， 放射線 施設な どに おいて， ダスト サン 
ブラの 名称 は 定着して いる ことから も， 規格の 名称 及び 規格の 英語の 名称 は 変更せ ずに， 従来 どおり 
放射性 ダス ト サン ブラ （Radioactive dust samplers) とした。 
b) 圧力計 旧規 格で は， 圧力計の 指示 誤差 試験に ついて "基準 圧力計 を 圧力計に 並列に 接続し， 圧力 を 
変化 させて 指示 誤差 を 求める。 試験 圧力 は， 800 hPa 及び 600 hPa 付近の 2 点に ついて 行い， 圧力計の 
指示 値から 基準 圧力計の 指示 値 を 差し引いた 値の， 圧力計の 最大 目盛 値に 対する 百分率 を 求める。" と 
規定して いた。 空気 中 放射能 濃度 を 求める 過程に おいて， 圧力計の 指示 値 は 直接の パラメ一 夕と して 
使われる こと はなく， 流量計の 指示 値 補正 を 要する 場合に おいて， その 補正 式に 二次的に 関係す る だ 
けで ある。 また， 実際に 市場に 流通して いる サン ブラに は， 圧力計 を 装備して いない もの も 多いた め， 
審議の 結果， 今回の 改正で， 圧力計に 関連す る 規定 項目 を 削除した。 

4 適用 範囲 

空気 中に 存在す る 放射性物質の 捕 集に は， 解説 表 1 に 示す ように， ろ 過 捕 集 方法， 固体 捕 集 方法， 直接 
捕 集 方法， 冷却 凝縮 捕 集 方法 及び 液体 捕 集 方法が あ る 。 



解説 表 1 一 捕 集 方法 及び 対象 放射性物質の 性状の 組合せの 例 



試料 採取 方法 


捕 集材， 捕 集 器具 （例） 


対象 放射性物質の 性状 


ろ 過 捕 集 方法 


ろ 紙 


粒子 状 （粒子 状 物質に 
付着した もの も 含む） 


固体 捕 集 方法 


活性炭 含 浸ろ 紙 


気体 状 （揮発性 物質） 


活性炭 カート リ ッジ 


シリカゲル 


水蒸気 


直接 捕 集 方法 


ガス 捕 集 用 電離 箱 


気体 状 


捕 集 用 ガス 容器 


冷却 凝縮 捕 集 方法 


コール ド ト ラ ッ プ 


水蒸気 


液体 捕 集 方法 


水 バブラ 一 


水蒸気， ミスト 


注 a} 粒子 状 物質， 水蒸気な ども 捕 集され る 場合が ある。 



この 規格で は， 原子力 施設 及び 放射線 施設の 作業 環境， 排気 系， 周辺 環境な どに おいて， ろ 過 捕 集 方法 
によって， 浮遊 粒子 状 放射性物質 又は 粒子 状 物質に 付着した 放射性物質 を 捕 集す る こと を 目的と した 装置 
に 限定して 適用 範囲と した。 

5 規定 項目の 内容 

規定 項目の 内容の 補足説明 を， 次に 示す。 
a) 分類 （本体の 箇条 4) 旧規 格で は， 空気 吸引 部に 用いる もの を ポンプ 式と 規定して いた 力ぶ， 近年 は 
ブロア を 用いた ものが 増えて いる ことから， 今回の 改正で は ポンプ 形 及び ブロア 形に よる 分類 を 追加 

した。 

旧規 格で は， 解説 表 2 のよう な 流量 区分に よる 分類で 行って いた。 
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解説 表 2 — 流量 区分 に よ る 分類 



種類 


定格 吸引 流量の 範囲 L/mm 


1978 年 版 


1997 年 版 


L 


10〜30 


10 以上〜 100 未満 


M 


100〜300 


100 以上〜 300 未満 


H 


400〜500 


300 以上〜 700 未満 



定格 吸引 流量 は， こ の 規格の 1978 年 版で は 気体の 状態 を 標準 状態 15 で， 1997 年 版で は 基準 状態 
0で における 流量に 換算した ものと していた。 サン ブラ の 性能 試験 は ， 流量 によつ て 試験 方法 又 は そ 
の 性能の 適合 性の 判定 基準が 変わる こ と はないた め， 今回の 改正で は， 流量 区分に よる 分類 を 削除し 

た。 

b) 定格 吸引 流量 （本体の 5.1) 旧規 格で は， 吸引 流量に ついて 規定して いた 力、 今回の 改正で， 製造業 
者が 定める 公称 値 を "定格 吸引 流量" として， 試験 内容 を 規定す る ことと した。 

C) 流量計の 指示 誤差 （本体の 5.2) 旧規 格に は 流量計の 指示 誤差 試験 を 省略す る こ と がで き る 規定が な 
かった 力 S， 検定され た 流量計 又は 単体で 校正され た 流量計 を 装備し， サン ブラに 組み込まれた 状態で 
性能 を 満足す る 場合に は， 受渡 当事者 間の 協定に よって 省略す る こと を 可能と した。 検定され た 流量 
計に は， 一般的な ものと して ガス メータが ある。 

d) 気密 性 （本体の 5.3) 構造 上， 気密 性 試験が 行えない サン ブラと して は， ブロア 形の ように 空気 吸引 
部が 気密 を 担保で きない もの， ろ 紙 ホルダと 空気 吸引 部と がー 体 構造と なって いるもの など 力? 挙げら 
れる。 また， 施設の 排気 系に 据え付けられる 据置形 は， 施工 後に 試験が 行えない 場合 も ある。 こうし 
た 場合に ついては， 受渡 当事者 間の 協定に よって 省略す る こと を 可能と した。 

e) 電源 電圧の 変動に 対する 安定性 （本体の 5.4) 旧規 格で は 吸引 流量 試験の 中で， 電源 電圧の 変動に 対 
する 安定性 を 規定して いたが， 今回の 改正で は， 試験 項目の 内容と 名称との 整合性 を 図って， 新たに 
"電源 電圧の 変動に 対する 安定性" として 規定した。 

旧規 格で は 電源 電圧の 変動 を マイナス 側 だけにつ いて 規定して いたが， 今回の 改正で は， プラス 側 
についても 追加 規定した。 

f) 構造 （本体の 箇条 6) 空気 吸引 部の 表面 は， 一般的に 高温と なる ため， 操作 箇所な ど， 人が 容易に 
触れる おそれの ある 箇所 は， やけど を 起こさない 熱さに 抑えた 設計 '構 造に なって いる。 しかし， 具 
体 的 数値 を もって 規定す る こと は 困難で あり， 定性 的な 規定で は ある 力く "危険の ない 温度" とした。 
具体的 温度の 参考と して， J1S C 9108:2007 (電気掃除機） に 規定され ている もの を 解説 表 3 に 示す。 



解説 表 3 - 温度 

単位 X： 



測定 箇所 


使用 中 に 人が 操作す る 取っ手 


金属製の もの 


55 


その他の もの 


70 


スィ ツチな どのつ まみ 及び 押しボタン 


金属製の もの 


60 


その他の もの 


75 


人が 容易 に 触れ るお それが ある 外郭 


65 



騷音 についても， 温度と 同様な ことが いえる カミ， 一般的に 防音 保護 具が 必要と される 90 dB(A) が 
一つの 目安と なる。 

サン ブラに は ダス ト 及びよう 素 兼用と なって いる 製品 力 魂 通して いる ことから， よう 素 捕 集 用ろ 材 

解 3 
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を 組み合わせて 使用す る， ろ 紙 ホルダで もよ いと した。 

g) 共通 試験 条件 （本体の 7.1) 旧規 格で は 試験 条件 と して 共通 試験 条件が 定められ ていたが， 今回の 改 
正で は 基準 条件 及び 標準 試験 条件 を 規定した。 標準 試験 条件で 試験が 行えない 場合で， 温度 及び 圧力 
に つ レ 3 て 基準 条件 に お け る 指示 値 に 補正す る 必要が あるとき， 製造業 者 によって 示さ れた 補正 式が あ 
る 場合 は それ を 用いれば よい 力、 式が 提示され ていない 場合に は 温度 '気圧に 関する ボイル • シャル 
ルの 法則 （気体の 体積 は， 圧力に 反比例し 絶対温度に 比例す る。） を 用いて 補正す る ことができる。 

h) —般 （本体の 7.2.1) サン ブラで 一般的に 用いる ろ 紙 は， 圧力 損失の 規格 値に， ±20% 程度の 幅 を 
もってお り， 同一の サン ブラに おいても， ろ 紙に おける 圧力 損失の 差に よって， 流量に 顕著な 差 を 生 
じる ことがある。 定格 吸引 流量 試験， 流量計の 指示 誤差 試験 及び 電源 電圧の 変動に 対する 安定性 試験 
は， ろ 紙に 相当す る 圧力 損失 を 与える 抵抗 板 を 用いて 試験 をしても よいと した。 

i) 流量計の 指示 誤差 試験 （本体の 7.2.3) 旧規 格で は， 流量計の 指示 誤差 試験 は， 流量計の 最大 目盛 値 
の 90 %， 60 0/0 及び 30 o/o 付近の 3 点に ついて 行う と していた 力、 流量 調節 機能 を もたない サン ブラ 
又は 流量の 調節 範囲が 限られて いる サン ブラ は， 上記 3 点に よる 試験が 行えない。 今回の 改正で は， 
製造業 者の 定める 吸引 流量 範 固の 90%， 60 % 及び 30 % 付近の 3 点と し， サン ブラの 性能 上， 試験 
が 行えない 場合に は， 受渡 当事者 間の 協定に よって 試験の 一部 省略 を 可能と した。 

基準と なる 流量計に は， JISZ 8103 に 規定され た 基準 器 （公的な 検定 又は 製造業 者に おける 検査で 
計量の 基準と して 用いる もの） に 該当する 検定され た 流量計， 気体 流量の 特定 計量器， 特定 標準 器に 
ト レーザ ブルな も のの ほか， 石けん 膜 流量計な ど 精度の 確保され た 流量 測定 方法で 校正した も のが あ 
る。 

校正され た 流量計 を 装備す る サン ブラに ついては， 装備され た 状態で 校正す る 必要 はなく， 流量計 
単体の 校正で もよ いこと としたが， 当該 流量計の 設計 条件 （温度， 圧力） と サン ブラ 作動 中の 条件と 
の 相違 を 確認して おく 必要が ある （本体の 5.2)。 
j) 気密 性 試験 （本体の 7.2.4) 気密 性 試験に ついては， 関連す る 規格で ある， J1SZ4316:2006 (放射性 
ダスト モニタ） 及び JISZ 4336:1995 (放射性よう 素 サン ブラ） でも， 旧規 格と 同じ 方法で 気密 性 試験 
を 規定して いる。 これらの 規格との 整合性 も 重視して， 今回の 改正で は 規定 内容 を 変更す る ことなく， 
流路を 減圧して 5 分 間 保持した 状態で， 漏え い 量が 定格 吸引 流量に 対して 5 % 以下の 場合 を 適合と し 
た （本体の 5.3)。 

なお， 気密 性の 試験に ついては， 試験 体 を 加圧 又は 減圧し， 一定 時間 経過 後の 気体の 圧力 変化に よ 
つて 漏れ 量 を 測定す る 規格と して， J1SZ2332:1993 (放置 法に よる 漏れ 試験 方法） が あり， 今回の 改 
正に 当たり 参考と した。 

k) 取扱説明書 （本体の 箇条 10) ろ 紙の 目詰まり などに よる 圧力 変動に よって， 流量計の 指示 値 補正 を 
行う 必要が ある 場合， 圧力計 を 装備して いる サン ブラに ついては， 使用者が 容易に 指示 値 補正 を 行え 
るよう に， 流量計の 指示 値 補正 曲線 を 作成して 取扱説明書に 記述す る こ と と した。 

6 その他の 事項 

この 規格の 改正に 当たり， 運用 上の 参考と して 1958 年 （昭和 33 年） 11 月の 制定 以降， これまでの 改正 
の 経緯に ついて 次に 記述す る。 
6.1 1962 年 （昭和 37 年） 2 月 改正 時 

ろ 紙 ホルダ と 導管と を 接続す る 箇所の 構造 及び 寸法 を 示す 図 を 削除 し た。 技術的な 規格 値 及び 試験 条件 
に関する 変更 はして いない。 

解 4 
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6.2 1975 年 （昭和 50 年） 2 月 改正 時 

規格 値に 旧 単位 系と 併せて SI 単位 系 を 併記した。 技術的な 規格 値 及び 試験 条件に 関する 変更 はして いな 

い。 

6.3 1978 年 （昭和 53 年） 6 月 改正 時 

このと きの 改正 は， 現状に 合わせて 規定 内容の 全面的な 見直し を 行った。 主な 改正 点 は， 次のと おりで 

ある。 

a) 静電 式に ついての 規定 を 削除した。 

b) 定格 吸引 流量の 範囲に よる サン ブラ の 種類 を 規定 し た。 

C) 形式 分類と して， 試料 空気の 通過す る 順序に よる 形式 1( ろ 紙， 流量計 及び ポンプ） 並びに 形式 II (ろ 

紙， ポンプ 及び 流量計） を 規定した。 
d) 形式 I の サン ブラに は， 圧力計 を 装備す る ことと した。 
6.4 1995 年 （平成 7 年） 3 月 改正 時 

規格 値 をす ベて 単位 系と し， 参考と して 旧 単位 系 を 併記した。 技術的な 規格 値 及び 試験 条件に 関する 
変更 はして いない。 

6.5 1997 年 （平成 9 年） 7 月 改正 時 

このと きの 改正 は， 現状に 合わせて 規定 内容の 全面的な 見直し を 行った。 主な 改正 点 は， 次のと おりで 
ある。 

a) 定格 吸引 流量の 範囲 を 改めた。 

b) サン ブラの 形態に よる 分類 （据置 形， 可搬形 及び 携帯 形） を 規定した。 
C) 携帯 形の サン ブラに ついては， 流量計 及び 圧力計 を 省略で きる とした。 

d) 気密 性の 性能 及 び 試験 方法 について 定量 的な 基準 を 定めた。 

e) 温度の 上昇す る 箇所に ついての 規定 を 定性 的 表現に 見直し， 試験 を 削除した。 

7 原案 作成 委員会の 構成 表 

原案 作成 委員会の 構成 表 を， 次に 示す。 



(委員長) 
(委員） 



JISZ 4601 改正 原案 作成 委員会 構成 表 

氏名 所属 

社団法人 日本 アイ ソ トー プ 協会 
経済 産業 省 産業 技術 環境 局 基準 認証 ュニッ ト 
文部科学省 科学技術 • 学術 政策 局 原子力 安全 課 
経済 産業 省資源 エネルギー 庁 原子力 • 安全 保安 院 
厚生 労働省 労働 基準 局 安全 衛生 部 労働 衛生 課 
財団法人 日本規格協会 規格 開発部 
東海 大学 工学部 ェ ネ ル ギ 一 工学科 
独立 行政法 人 産業 技術 総合 研究所 量子 放射 科 
社団法人 日本 アイ ソト一 プ 協会 医薬品 部 
独立 行政法 人 日 本 原子力 研究開発 機構 原子力 科学 研究所 
独立 行政法 人 日本 原子力 研究開発 機構 核燃料 サイ クルエ 
学 研究所 

東京 電力 株式会社 原子力 運営 管理 部 
日本 原子力 発電 株式会社 発電 管理 室 
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燕 洋 

田 間 

河 佐 



也 義 

哲 忠 

石 田 

大 吉 

〇 〇 © 〇 〇 



晃郎 

木 井 

鈴 今 

〇〇 



梧 巖利男 明彰秀 

啓 雅 恒 吉 

田嶋 井山 地 木 村 

梶 大金 朝 横 柚 中 
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(関係者） 



(事務局） 



〇 


渡 


辺 




相 

ノ LU、 


三菱 重工業 株式会社 原子力 技術 セ ン ター 




〇 


酒 


井 


宏 


隆 


株式会社 東芝 電力 システム 社 原子力 計装 制御 システム 部 


〇 


力 1] 


藤 




徹 


ァ ロカ 株式会社 目 十 測 ンス アム 技術 ttl ぶ 




〇 


中 


島 


定 


雄 


富士 電機 シ ス テム ズ 株式会社 放射線 シス 


テム 部 


〇 


小 


山 


博 


巳 


柴田 科学 株式会社 研究開発 部 




〇 


根 


岸 


公- 


-郎 


株式会社 千代 田テ ク ノ ル 原子力 事業部 




〇 


田 


中 






株式会社 ェ ムアン ドエ フェン ター プライ 


ズ 営業 技術 部 


〇 


渡 


邊 


M 


彦 


財団法人 日 本 規格 協会 規格 開発部 




〇 


山 


田 


崇 


裕 


社団法人 日本 アイ ソ トー プ 協会 アイ ソ ト 


—プ部 


〇 


高 


岡 




早 


三菱 電機 株式会社 電力 システム 製作所 




〇 


桑 


原 




均 


株式会社 日 立 製作所 情報 制御 システム 事業部 




高 


橋 


我 


雄 


社団法人 日 本 電気 計測 器 工業 会 





注記 ◎ 印 は， 分科会 委員長 を， 〇 印 は， 分科会 委員 を 示す。 

(文責 根 岸 公一郎） 
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